

































































































































































かし近年流行の PBL（Problem Based Learning）や
アクティブ・ラーニング関連の受講者は学習意欲
が高まることが多くの研究からわかっている。筆
者のプロジェクトに参加している学生は、アフリ
カでの 1ヶ月の農村調査、その後 1ヶ月半にわた
るアジアでのインターンシップ経験を積んだ学生
であり、多くの学生が統計学、計量経済学の知識、
分析経験を有している。アカデミックスキルとそ
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の実践経験、そして学習意欲を持った学生を戦力
として、様々な地方の課題解決にあたっており、
実際にその成果が見えつつある。
日本的慣行の限界が叫ばれてから久しいが、足
下ではスキルと熱意を持った学生達が少数とはい
え大学で育ちつつあるのも事実だ。今後の日本を
変えていくのは彼らであり、だからこそ地方創生
の取り組みを大学生の鍛錬の場でもあるとして、
地方自治体や地方企業は積極的に差し出し、協働
すべきだと考える。その協働にリスクは確かに存
在するが、古い日本的思考では現在の危機が打破
できないことだけは確かであろう。だからこそ学
生だけではなく、研究者や大学それ自体も象牙の
塔から抜け出て（という表現自体を使って通じて
しまうこと自体がアウトなのだが）、真に社会の
ためになる（「ためになる」とは効率性だけを追
い求めればよいというわけではないが）高等教育
機関とはどのような組織なのかを自問し、変革す
る必要がある。川口（2019）では、昨今はやりの
エビデンスに基づく政策形成（EBPM：Evidence 
Based Policy Making）の議論について、産官学の
それぞれが、地に足をつけ深く考えたうえで目
の前の課題に取り組んでいくことで、ひいては
EBPMが日本の政策策定の在り方に影響を与える
だろうと述べている。EBPMの取り組みが成果を
生めば、それは共感を生み、エビデンスを重視す
る政策策定の輪が広がっていくだろうとする川口
の議論に異論は無い。
深く考え、変革し、そして共に行動することは
面倒くさく、辛いことのように思えるが、他分野、
異業種の方々と関わることで今まで見えなかった
景色を見ることが出来る経験や喜びの方が遙かに
大きな気がするのは、私だけではなく、プロジェ
クトに参加した多くの学生と共通した意見であ
る。見たことの無い景色がどれほど素敵なものな
のかは見たことの無い人間にはわからない。だか
らこそ見たことのある人間が見たことのない人間
を招き入れ、それを共有することが必要だ。不思
議なことに日本の地方自治体や地方企業には制度
的なサポートや環境が大して整っていなかったは
ずなのに素晴らしい景色を見た経験があり、バラ
ンス感覚に長け、熱意や開発力のある人材が多数
いらっしゃる。素晴らしい景色を知らない学生に、
是非ともその景色や経験を語っていただきたい。
その関わりの一歩が、真の地方創生を作るエビデ
ンス（Evidence）と経験（Experience）の融合に
基づいた政策形成（EEBPM：Evidence Experience 
Based Policy Making）につながっていくはずだ。
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